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1．はじめに
環境変化を踏まえた組織の適応力として、主張されたのはダイナミック・ケイパビリティ 
（dynamic capabilities） である。ダイナミック・ケイパビリティは当初、「急激に変化する環
境に対処するために組織内外の資源を統合、構築、そして再構成する能力」 （Teece, Pisano, 
and Shuen, 1997） と定義づけられた。そして、近年のグローバル化、情報ネットワーク化の
進展を背景に、環境変化が急速になってきているため、急変する環境に対応できるようなダ
イナミック・ケイパビリティの概念に注目が集まっている。
今日、ダイナミック・ケイパビリティ論は経営戦略論の分野で最も活発な研究領域の 1 つ
となっている （Helfat, 2007; p. ii）。さらに、1990 年代における経営戦略論の「ファッション」
だと指摘されている （Mintzberg, Ahlstrand, and Lampel, 1998; 邦訳 : p. 225）。このように、現
在、膨大な数のダイナミック・ケイパビリティの研究がある。そのなかに、多くの研究は、
当初のダイナミック・ケイパビリティの捉え方を精緻化したり、拡張したりするために追加
的におこなわれてきた。
しかし、ダイナミック・ケイパビリティの概念については、各研究者が各自の視点から議
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論を展開しており、未だに統一した見解がない。特に、ダイナミック・ケイパビリティの内
容やプロセスに関しては、未解明な部分が多い状況にある （Wang and Ahmed, 2007; 
Schreyögg and Kliesch-Eberl, 2007; Ambrosini and Bowman, 2009）。こうしたダイナミック・
ケイパビリティの状態は、まさに「ジャングル状態」を呈している（1）。
以上のダイナミック・ケイパビリティ論の研究背景に基づき、本稿では、ダイナミック・
ケイパビリティ論がジャングル状態を呈している原因は何か、という研究問題に基づき、ダ
イナミック・ケイパビリティの諸主要研究を考察する。そして、既存研究の課題を提起した
うえで、ダイナミック・ケイパビリティ論が今後普遍的な理論として展開する可能性を提示
する。
2．先行研究の検討
本稿は、ダイナミック・ケイパビリティ論の文献研究である。そして、ダイナミック・ケ
イパビリティ論がジャングル状態を呈している原因を探るために、ダイナミック・ケイパビ
リティ論の源流に位置づけられる初期の主要な研究の検討を行う。具体的な考察対象は、ダ
イナミック・ケイパビリティ論の提唱者である Teece D. J. の研究 （Teece et al., 1997; Teece 
D. J., 2007）、Eisenhardt と Martin の研究 （Eisenhardt & Martin, 2000） および Zollo と Winter
の研究 （Zollo & Winter, 2002） である。
2.1　ダイナミック・ケイパビリティ論の登場
経営戦略論においては、競争優位の源泉に対する 2 つの立場がある。それは、ポジショニ
ング重視の業界構造分析、及び資源重視のリソース・ベースト・ビュー （Resource-Based 
View、以下に RBV と称す） である （沼上、2008）。ポーターによる業界の構造分析は、企業
の直面する競争環境における機会と脅威の分析に主眼が置かれる。組織の外部分析と対比的
に登場してきたのは、組織の内部分析に主眼を置く RBV と呼ばれるアプローチである。こ
のように、RBV の意義は、企業の持続的競争優位の源泉を企業自身の独自な資源に求めると
ころである。
こうした RBV の内部資源重視の考え方に基づいて発展した研究には、Prahalad and Hamel 
（1990） や Stalk, Evans, and Shulman, （1992） などに代表されるコア・ケイパビリティをめぐ
る研究がある。Prahalad and Hamel （1990） は、コア・コンピタンス （core competence） が将
来的に競争で生き残るための不可欠な企業自身の強みであると指摘した。そして、競争優位
を生むコア・コンピタンスは「個別スキルや組織という枠を超えた学習の積み重ねであり、
種々の生産技術を調整する方法、または複数の技術的流れを統合するものである」 （Prahalad 
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and Hamel, 1990: p. 82）。Stalk et al., （1992） は、単なる資源の保有ではなく、資源を活用する
組織ルーティンやビジネスプロセスの統合的集合が組織の競争優位のカギになると主張し
た。組織は事業活動を遂行するプロセスが顧客に対して競争相手より、優れた価値を提供で
きるようなコア・ケイパビリティを持つのであれば、競争優位にたつとされる。すなわち、
上述の研究はいずれも、組織は独自の資源を結合し、調整するコア・ケイパビリティが高い
ほど、企業の競争優位性が高いと述べている。
しかし、企業が独自のコア・ケイパビリティを構築して競争優位を獲得し、ある時点で有
効なコア・ケイパビリティが環境変化によって有効でなくなることが明らかにされた。すわ
なち、コア・ケイパビリティを強化するとかえって、組織は優位性を喪失するという逆機能
現象が起きる。その逆機能現象の理論的な裏づけを与えたのは、Leonard-Barton （1992） が
提起したコア・リジディティ （core rigidity） という概念である。Leonard-Barton （1992） は、
コア・ケイパビリティが新製品や製法の開発を妨げる逆機能的なコア・リジディティとなる
ことを述べている。また、新規プロジェクトの遂行を通じて、コア・ケイパビリティの変革
をはかる必要があると主張している。そして、このコア・ケイパビリティのジレンマを解決
するために、出てきたのがダイナミック・ケイパビリティといわれている観点である （渡部、
2010）。
ダイナミック・ケイパビリティは当初、「急激に変化する環境に対処するために、組織の
利用できる内外の資源を統合・構築・再構成する能力」 （Teece et al., 1997, p. 516） と定義づ
けられた。そして、ダイナミック・ケイパビリティ・アプローチが取り扱う問題は、「組織
は内部のケイパビリティを外部の環境にいかに適応させるか、そのためにどのように従来の
コア・ケイパビリティを変更させる学習をするのか」 （Teece, 2007） というものである。すな
わち、Teece et al., （1997） は、「変化が激しい環境の中で、ダイナミック・ケイパビリティと
いう能力が高い企業ほど、優位性をもつ」という示唆を提示してくれた。
2.2　ダイナミック・ケイパビリティ論の定義
ダイナミック・ケイパビリティが Teece et al., （1997） に最初に定義づけられた後に、多く
の研究はダイナミック・ケイパビリティの定義を精緻化したり、拡張したりするためにおこ
なわれてきた。以下にダイナミック・ケイパビリティ概念の定義の変遷を時系列に述べる。
前項で述べたように、組織能力研究の流れで提唱されたダイナミック・ケイパビリティの
議論のなかでは、Teece D. J. が提唱者の 1 人であり、ダイナミック・ケイパビリティ論に大
きな影響力を持つ主要な論者でもある （赤尾、2010）。また、Teece はダイナミック・ケイパ
ビリティ論の提唱者としてだけではなく、取引コスト論と資源ベース論とを統合した研究者
として挙げられることも多い （Foss and Foss, 2004; Pitelis and Teece, 2009）。赤尾 （2010） に
よると、Teece の初期の研究は、多国籍化などのような従来の取引コスト論では解決できな
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い企業境界の問題を説明するために、企業内部の技術や知識といった無形資産の結合問題に
注目した。言い換えると、レントを獲得するための無形資産の結合によって、企業境界や組
織形態が決定されることが Teece の観点である。しかし、Teece は、このようにレントを獲
得するために、技術・知識を結合することは必ず取引コストと資源移転コストが付随すると
指摘している。よって、企業は無形資産の結合にともなうコストを節約するために、内部化
する傾向があると主張している（2）。
だが、現実には、外部と協調する企業が多く存在する。そして、Teece は組織の外部化現
象について説明するために、経路依存性と学習という 2 つの要素を取り入れた。すなわち、
経路依存性が内部にある無形資産の結合を制約するため、企業は外部の無形資産を利用し、
内部と外部の無形資産を結合する傾向がある。だが、無形資産を外部化すると、資源移転コ
ストが高まる。ここで、無形資産の結合に関わるケイパビリティを、学習を通して向上させ
ることにより、企業が資源移転コストを低下させることができると提示した。このように、
Teece は、資源移転コストを低下させることによって、レントの獲得だけではなく、レント
の創出を分析するフレームワークとして、ダイナミック・ケイパビリティを提唱している（3）。
前述のように、Teece et al., （1997） は、最初にダイナミック・ケイパビリティの定義を示
し、さらにダイナミック・ケイパビリティの重要な要素にプロセス、経路、ポジションとい
う 3 つの次元があると指摘している。Teece et al., （1997） によると、プロセスとは、経営プ
ロセスあるいは組織プロセスを指す。企業内で業務が遂行される方法、現行の慣習、学習の
ルーティンやパターンに関するものとされる。また、プロセスの内容に、調整と統合、学習、
再編成と転換という 3 つの役割が含まれる。そして、経路とは、企業にとっての可能な戦略
的選択肢、増収益の有無、付随する経路依存性に関わるものである。それに、ポジションと
は、組織が利用できる資産や制度が存在するか、また存在しているなら内部と外部のどちら
に存在するのか、とのことを意味する。すなわち、ダイナミック・ケイパビリティの本質は、
組織プロセスにある。そして組織プロセスは組織のポジションと経路によって形成されるも
のである（4）。
次に、Eisenhardt and Martin （2000） は、市場のダイナミズムに応じて、2 つのレベルのダ
イナミック・ケイパビリティがあると提唱した。彼らは、ダイナミック・ケイパビリティを
「市場の変化に適合するという目的、さらに市場変化を創造するという目的で、資源を統合
し、再構成し、獲得し、そして解放 （release） するプロセス」 （p. 1107） と定義している。そ
して、適度にダイナミックな市場においては、伝統的なルーティンの概念に類似したダイナ
ミック・ケイパイビリティが求められる。一方、産業構造が流動的で高速に変化する市場の
下では、ラディカルなダイナミック・ケイパビリティが要求される。このレベルのダイナミ
ック・ケイパビリティはリアルタイムの情報を使用し、同時に代替を探し、新たな知識の創
造に依存する不安定なプロセスになる。
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Eisenhardt and Martin （2000） の見解によれば、ダイナミック・ケイパビリティは製品開
発、アライアンス、戦略的意思決定といった特定の戦略的・組織的プロセスから構成されて
いるものである。さらに、急速に変化していない環境でもダイナミック・ケイパビリティは
機能するということを記している。Teece et al., （1997） の議論では、ダイナミック・ケイパ
ビリティが有効に機能するのは急激に変化している環境の下であることに対し、Eisenhardt 
and Martin （2000） は市場のダイナミズムの性質によって、ダイナミック・ケイパビリティ
の有効なパターンは変化すると主張している。
また、Zollo and Winter （2002） も Teece et al., （1997） の見解に対し、ダイナミック・ケイ
パビリティが市場のダイナミズムの程度に関わらず、機能するものとしている。Zollo and 
Winter （2002） の定義によると、ダイナミック・ケイパビリティは「学習されて安定した集
団活動のパターンであり、組織はこうしたパターンを通じて有効性の改善を求め、オペレー
ティング・ルーティンの生成・修正を体系的に実現する」 （p. 340） のである。この定義で使
用されている「学習されて安定した集団活動のパターン」および「体系的」という言葉は、
ダイナミック・ケイパビリティが反復的に生み出すパターン化した組織行動からなるという
示唆を与えている。
さらに、彼らは、ダイナミック・ケイパビリティは学習メカニズムによって発生し、進化
するものとして捉えており、従来の研究で欠落されていたダイナミック・ケイパビリティを
創造する側面を扱ったことが特徴的である （Ambrosini and Bowman, 2009）。Zollo and Winter 
（2002） は、不安定な環境の下では、確立された低次のルーティンを修正するために、組織が
高次の探索ルーティンを構築すると述べている。そして、2 つのルーティンは、学習メカニ
ズムによって形成され、さらに進化していく。彼らが提示する学習メカニズムには、経験の
蓄積、知識の統合、知識の成文化という 3 つの要素から構成される。図表 1 で示しているよ
うに、学習メカニズムはダイナミック・ケイパビリティに対する媒介的な役割だけではなく、
直接的にオペレーティング・ルーティンの生成・修正に関与する役割もある。
図表 1：学習、ダイナミック・ケイパビリティ、オペレーティング・ルーティンの関係
出所：Zollo and Winter （2002）, p. 340 から筆者作成
学習メカニズム
・知識の累積
・知識の統合
・知識の成文化
ダイナミック・ケイパビリティ
・研究開発プロセス
・再構築、再配置
・買収後の統合
オペレーティング・ルーティンの進化
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このように、研究者たちは、学習メカニズムによって組織のケイパビリティを高めること
が、企業に競争力をもたらすとダイナミック・ケイパビリティ論を展開している。しかし、
発達したケイパビリティをもつ企業は、高い収益性を維持できなくて、結局優位性を喪失し
てしまったことがよくある。ここで、Teece は 2007 年の論文で、Leonard-Barton （1992） が
提起したコア・リジディティ問題に取り組むために、環境との適合という概念を取り入れた。
Teece （2007） は、それまでのダイナミック・ケイパビリティに関する議論を統合し、フレ
ームワークを提示した。このフレームワークにおいて、ダイナミック・ケイパビリティは、
感知力 （sensing）、活用力 （seizing）、再構築力 （re-configulation） という 3 つの要素で構成さ
れる。そこでは、従来で述べていた効率的に無形資産を結合するダイナミック・ケイパビリ
ティを再構築力に位置づけて、新たに感知力と活用力という 2 つの要素を指摘している。感
知力とは、環境における機会や脅威を感知する活動である。そして、活用力とは、新しい製
品、プロセスやサービスを打ち出し、環境における機会や脅威に対応する活動である。
さらに、このフレームワークでは、ダイナミック・ケイパビリティ自体とダイナミック・
ケイパビリティをサポートするような組織のミクロ的基礎 （たとえば、経営的なプロセス、
手法、システム） との間で重要な区別がなされた。また、このフレームワークにおいては、
特に特定資産に投資する必要性と環境における機会を測定する経営者能力が強調され、ダイ
ナミック・ケイパビリティはトップ・マネジメント・チームの戦略的機能によって、促進さ
れると述べている。
図表 2：ダイナミック・ケイパビリティ論における 3 つのアプローチ
視点
比較項目
資源ベース論的アプローチ 進化経済学的アプローチ 統合的アプローチ
代表的研究 Teece et al., （1997） Eisenhardt and Martin （2000）
Zollo and Winter （2002）
Teece （2007）
捉え方 組織が利用できる内外の資
源を統合・構築・再構成す
る能力
オペレーティング・ルーティン
を修正する高次のルーティン
変化する環境の機会を感知
し、効率的に資産を結合し、
さらに資産結合のプロセス
を変化させる能力
主体 組織 組織 組織
分析レベル 組織プロセス 組織ルーティン 組織のミクロ的基礎
研究問題 いかに資源移転コストを低
下させ、効率的にレントを
創出し、獲得できるのか。
なぜ、企業の独自能力が生成さ
れるのか。また独自能力がなぜ
衰退していくのか。
企業はいかに環境との適合
を維持し続けるのか。
理論的背景 取引コスト論
資源ベース論
進化的経済学 取引コスト論
資源ベース論
進化経済学
研究含意 学習によって資源結合のケ
イパビリティを発展させる
ことにより、資源移転コス
トを低下させることができ
ると解明した。
ダイナミック・ケイパビリティ
を特定の組織プロセスとして捉
え、ダイナミック・ケイパビリ
ティの役割を規定することによ
り、トートロジーを回避した。
環境との適合の観点を加え
て、従来の資源結合という
要素のほかに、感知力と活
用力という 2 つの要素を新
たに指摘した。
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図表 2 で示しているように、ダイナミック・ケイパビリティ論の既存研究を資源ベース論
的アプローチ、進化経済学的アプローチ、統合的アプローチという 3 つの視点に分けて検討
する。Teece は初期の研究では、取引コスト論と資源ベース論で議論されていたレントの獲
得に注目していた。そして、組織の外部化現象を説明するために、無形資産の移転、結合に
ともなうコストと組織内部のプロセスとの関係を明らかにした。すなわち、外部の無形資産
との結合を効率的に行うことにより、外部化に付随する資源移転コストを低下させることが
でき、そしてレントの創出につながることを強調した。このように、組織の内外にある無形
資産の結合を効率的に行う組織能力として展開されたのがダイナミック・ケイパビリティ論
であった。
ダイナミック・ケイパビリティの概念が Teece et al., （1997） によって提唱されたあとに、
Eisenhardt and Martin （2000） と Zollo and Winter （2002） は、進化経済学の成果を導入したう
えで、ダイナミック・ケイパビリティの議論を展開した。彼らは、ダイナミック・ケイパビ
リティを高度の組織ルーティンと位置づけ、組織ルーティンの修正や変更といった現象を説
明している。
そして、Teece は 2007 年の論文では、変化する環境との適合という観点を取り入れ、従
来の研究を拡張した。初期のダイナミック・ケイパビリティ論においては、無形資産の結合
を効率的に行うことにより、レントの創出につながることを強調していた。この要素は依然
として重要であるが、変化する環境との適合を維持するために、感知力と活用力という 2 つ
の要素が新たに指摘されている。さらに、ここでは、企業内部のプロセスは組織ルーティン
として捉えることができると述べている。そのうえで、資源の結合活動を促進させ、つまり
組織ルーティンを発展させることで生じるリジディティ問題にも取り組んだ。このように、
従来の取引コスト論と資源ベース論のうえに、さらに進化的適合を強調したため、統合的ア
プローチと位置づけた。
3．ダイナミック・ケイパビリティ論の課題
前節で述べたように、ダイナミック・ケイパビリティの議論は、取引コスト論、資源ベー
ス論、または進化経済学など様ざまなアプローチにまたがる分野である。また、資源、プロ
セス・ルーティン、変化・進化、学習などの多様な概念を含むダイナミック・ケイパビリテ
ィの内容に関しては、未解明な部分が多い状況にある （Wang and Ahmed, 2007; Ambrosini 
and Bowman, 2009）。このように、論者は各自の視点から、ダイナミック・ケイパビリティ
の議論を展開しているため、ダイナミック・ケイパビリティ論はまさに「ジャングル状態」
を呈している。ここで、①ダイナミック・ケイパビリティの主体、②分析レベル、③研究問
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題、という 3 つの視点から議論し、ダイナミック・ケイパビリティ論の課題を指摘する。す
なわち、ダイナミック・ケイパビリティ論がジャングル状態を呈している原因は、下記の 
3 つの視点に起因している。
3.1　ダイナミック・ケイパビリティの主体
ダイナミック・ケイパビリティの主体という視点に基づき、1 つ目の課題は、ミドルやロ
ワーレベルの視点からの検討が求められることである。それは、今までのダイナミック・ケ
イパビリティの議論で、ダイナミック・ケイパビリティは組織全体に宿るという前提で論じ
られているからである。
既存研究においては、ダイナミック・ケイパビリティは、市場の変化に適合するという目
的だけではなく、さらに市場変化を創造するという目的で、資源の変化を促す能力だと論じ
られてきた。つまり、ダイナミック・ケイパビリティ論における組織の環境適応モデルは、
戦略的選択論 （Child, 1972） という見方を前提に展開されている。戦略的選択論は、Child 
（1972） がコンティンジェンシー理論の決定論的性格を批判するために主張されたモデルであ
る。大月 （2005） は、「戦略的選択論によると、組織の環境適応は、所与の環境に対してでは
なく、実現 （enactment） した環境に対して主体的になされると理解される。」 （p. 56） と述べ
ているように、戦略的選択論は組織が環境の状況特性を主体的に選択するという考え方であ
る。このように、戦略的選択論という見方を前提に議論を展開しているダイナミック・ケイ
パビリティの主体は組織である。
組織の主体性というと、組織を動かしている意思決定者に注目しなければならない。この
ように、人の行う選択行為に十分に注意を払わない環境決定論に批判するために主張された
戦略的選択論においては、組織行為者と環境との関係性に重点を置き、パワーを行使する意
思決定者の能力を論じていた （Child, 1972）。また、Miles & Snow （1978） は、戦略的選択論
の発想を拡張させ、組織行為者と環境との関係を経営者の選択によって結び付け、組織の主
体的な環境適応モデルを展開している。さらに、Ander and Helfat （2003） は組織の資源ベー
スの創造・拡大・修正を意識的に実行する能力を表すために、「経営者者のダイナミック・
ケイパビリティ （dynamic managerial capability）」という言葉を用いているように、従来のダ
イナミック・ケイパビリティの議論では、経営者の企業家的能力を強調している （Ander and 
Helfat, 2003; Helfat et al., 2007; Teece, 2007）。
しかし、Burgelman （1983、1991） によると、企業内部に 2 つの戦略形成プロセスがある。
それは、経営者が計画される誘発的 （induced） 戦略プロセスと現場の行為主体から組織へと
広がる自律的 （autonomous） 戦略プロセスである。すなわち、戦略は経営者に作られるだけ
ではなく、現場主体から生まれてくるパターンもあるということを示唆してくれた。そして、
大月・高橋 （2003） は計画された戦略が変化への対応に弱いのに比べて、現実にマネジメン
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トがおこなわれるなかで生まれてくる戦略のほうは柔軟な状況変化への対応が可能であると
述べている。このように、今後、ダイナミック・ケイパビリティ論は、ミドルやロワーレベ
ルの視点からの検討が求められる。
3.2　分析レベル
次に、分析レベルの視点からいうと、2 つ目の課題は、ダイナミック・ケイパビリティの
分析レベルを新たに設定し、そしてその概念の構成要素、さらに要素間の規則性の探求が求
められることである。それは、論者がダイナミック・ケイパビリティを組織ルーティンとい
ったレベルで捉えているため、組織的なマネジメント活動やメカニズムが不透明のままにな
っているためである （Schreyögg and Kliesch-Eberl, 2007; Wang and Ahmed, 2007; Ambrosini 
and Bowman, 2009）。
ここで、分析レベルを新たに設定する必要があると提示したのは、ダイナミック・ケイパ
ビリティが解明しようとする問題は、進化経済学が解き明かそうとする問題とは異なるため
である。山田 （2010） は、ダイナミック・ケイパビリティ論に関する問題点の 1 つは、初期
の研究は、理論的支柱として進化経済学の研究に全面的に依拠してきたことにあると指摘し
ている。さらに、沼上 （2008） は、「Nelson and Winter （1982） は、新古典派の均衡論とは別
の進化論を用いて経済全体のダイナミクスを解き明かそうという意図をもって行われて研究
であって、企業内のダイナミクスや個別企業のダイナミックな成長を子細に検討するための
枠組みを構築しようとしたものではない」 （p. 49） と述べている。このように、進化経済学が
解明しようとする現象は、ダイナミック・ケイパビリティ論が取り扱う問題と異なっている。
そのため、組織能力の修正や変更といった現象を説明するときに、進化経済学の概念をその
まま採用することにはならない。
また、定性分析で提示されているモデルを普遍性のある理論として発展させるために、定
量分析により、検証しないといけない。しかし、ダイナミック・ケイパビリティを議論する
研究者達は、各自の捉え方で、ダイナミック・ケイパビリティを概念化している。そのため、
構成要素間関係がモデル化されておらず、ダイナミック・ケイパビリティ論は概念の次元に
とどまり、検証段階に進むことが困難な状態である。よって、ダイナミック・ケイパビリテ
ィの分析レベルを新たに設定し、そしてその概念の要素を明らかにしたうえで、要素間の関
係性を探求することが求められる。
3.3　研究問題
最後に、ダイナミック・ケイパビリティ論の各アプローチに基づき、3 つ目の課題は、ダ
イナミック・ケイパビリティ論が取り扱う現象を再設定することが必要なことである。それ
は、前節で示したダイナミック・ケイパビリティにおける 3 つのアプローチからわかるよう
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に、各研究者が解明しようとする現象が異なるからである。
先行研究においては、分析レベルの組織ルーティン概念に基づいて、ダイナミック・ケイ
パビリティ論が取り扱う問題に対して疑問を提示している研究がある。Schreyögg and 
Kliesch-Eberl （2007） は、イノベーション・ルーティンによって、組織能力のリジディティ
現象を解消することは不可能であると述べている （p. 924）。つまり、イノベーション・ルー
ティンという概念を使ったとしても、その本質はルーティンであるなら、慣性的側面が存在
することは否定できない。そのため、ルーティンには既存のルーティンを破壊する力はなく、
イノベーションを達成することが難しい （山田、2010、p. 67）。
また、ダイナミック・ケイパビリティは必ず組織にポジティブな影響をもたらすと限らな
い （Helfat el al., 2007; Wang and Ahmed, 2007）。しかし、既存研究では、ダイナミック・ケイ
パビリティがポジティブ、あるいはネガティブな影響をもたらすかという境界線について言
及されていない。すなわち、ダイナミック・ケイパビリティで変わるもの・変わらないもの
は未解明のままで、ダイナミック・ケイパビリティが機能する組織構造はどんな組織デザイ
ンか、どのような現象なのかが未知の状態である。
よって、ダイナミック・ケイパビリティによって変えられるものは何か、またなぜ変える
のか、そしてどのように変えられるのかといった問題を解明する前に、ダイナミック・ケイ
パビリティが取り扱う現象を再検討し、再設定することが必要である。
4．ダイナミック・ケイパビリティ論の可能性
ここで、前節で述べているダイナミック・ケイパビリティの課題に基づき、ダイナミッ
ク・ケイパビリティ論が理論としての発展可能性を提言する。ここで、ダイナミック・ケイ
パビリティを再定義することにより、その概念の構成要素と機能する現象を再設定する。こ
のように、ダイナミック・ケイパビリティの構成要素、取り扱う問題、または測定基準を明
らかにすることにより、ダイナミック・ケイパビリティ論は定量的分析で検証されることが
可能となり、普遍的な理論としての発展可能性が付与される。
まず、本稿は、ダイナミック・ケイパビリティを「組織の生産的サービスを調整すること
により、成長率を維持する組織能力」と再定義する。ここでいう生産的サービス （productive 
services） は、ペンローズ （1995） の定義に依拠する。生産的サービスとは、企業の生産活動
に対して企業の資源が果たしうる貢献である。そして、資源によって生み出されるサービス
は、それらが用いられる方法の関数である。すなわち、まったく同じ資源が異なる目的や方
法で用いられたり、異なるタイプや量の別の資源と組み合わせて用いられたりすると、異な
るサービスないしサービスの集合をもたらす。（Penrose, 1995; 和訳 : p. 50）。
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そして、ペンローズ （1995） の『企業成長の理論』に依拠し、ダイナミック・ケイパビリ
ティを再定義する理由には 2 つある。1 つ目は、ダイナミック・ケイパビリティを生産的サ
ービスとして定義すると、ダイナミック・ケイパビリティの分析単位を細分化することがで
きるからである。生産的サービスは資源が果たしうる貢献といった定義によると、資源が用
いられる方法や関数は分析単位となる。すなわち、組織の資源が用いられる目的、方法、資
源のタイプ、または資源の量を検討することによって、ダイナミック・ケイパビリティを構
成する要素間関係が明らかとなり、さらにモデル化することが可能となる。
2 つ目は、ダイナミック・ケイパビリティが取り扱う現象ついて、いかに成長率を維持す
るかに再設定することにより、ダイナミック・ケイパビリティが機能する境界線がはっきり
となり、また測定可能となるからである。Pitelis （2009） は、「ペンローズ効果について、 
1 つの重要な論点としては、組織は内生的成長に制限され、成長率に限界があると指摘して
いることである。」 （xxviii） と述べているように、ペンローズ （1995） は、いかなる企業でも、
その成長率は企業内の知識の成長によって制限されると指摘している。よって、いかなる企
業でも回避できない成長率の制限を解消することをダイナミック・ケイパビリティが機能す
る現象と設定することにより、ダイナミック・ケイパビリティ論は普遍性のある理論として
の発展可能性が付与される。
このように、ペンローズ （1995） が『企業成長の理論』で提起した「生産的サービス」概
念に基づき、ダイナミック・ケイパビリティの再定義を試みた。ここで、ダイナミック・ケ
イパビリティを再定義することにより、ダイナミック・ケイパビリティを構成する要素が明
らかとなり、さらに要素間関係をモデル化することが可能となる。また、ダイナミック・ケ
イパビリティが機能する現象を再設定することにより、ダイナミック・ケイパビリティ論は
普遍性のある理論としての発展可能性が付与される。
5．おわりに
本稿では、ダイナミック・ケイパビリティ論の既存研究を考察し、「ダイナミック・ケイ
パビリティ論がジャングル状態を呈している原因は何か」という研究問題に取り組んだ。こ
こで、ダイナミック・ケイパビリティ論はジャングル状態になっている原因について、①ダ
イナミック・ケイパビリティの主体、②分析レベル、③研究問題、という 3 つの視点に起因
していると提起した。そして、この 3 つの視点に基づき、ダイナミック・ケイパビリティ論
が求められている課題を述べ、さらに、ダイナミック・ケイパビリティ論が今後普遍的な理
論として、発展する可能性を提言した。ここで、ペンローズ （1995） が『企業成長の理論』
で提起した「生産的サービス」概念に依拠し、ダイナミック・ケイパビリティを再定義する
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ことを試みた。
本稿において、ダイナミック・ケイパビリティ論における主要研究者の論点を資源ベース
論的アプローチ、進化経済学的アプローチ、統合的アプローチという 3 つの視点に分けて考
察した。さらに、既存研究における 3 つのアプローチに基づき、ダイナミック・ケイパビリ
ティ論のジャングル状態は 3 つの視点における不一致に起因するという示唆が得られた。ま
た、本稿のもう 1 つの示唆は、ダイナミック・ケイパビリティを再定義した点にある。再定
義することにより、ダイナミック・ケイパビリティを構成する要素が明らかとなり、そして
要素間関係をモデル化することが可能となる。さらにダイナミック・ケイパビリティ論が取
り扱う問題を再設定することにより、ダイナミック・ケイパビリティの機能を識別すること
ができ、測定可能となる。
しかし、本稿はまだいくつかの課題を残している。最後にそれらを述べていく。第 1 に、
本稿で提示しているダイナミック・ケイパビリティの概念定義を構成する要素、そして要素
間関係をさらなる精緻化することが求められる。前掲のダイナミック・ケイパビリティの主
要な研究において、ダイナミック・ケイパビリティと関連する重要な概念として、「組織ル
ーティン」、「組織学習」などが言及されている。しかし、それらの概念は、本稿で提示した
ダイナミック・ケイパビリティの概念定義との関係が不明確なままである。そのため、それ
らの概念とダイナミック・ケイパビリティとの関連性について検討を加える必要があるだろ
う。
第 2 に、経営資源とダイナミック・ケイパビリティの異同が不明瞭である。Helfat （2007） 
はダイナミック・ケイパビリティの重要な特性に基づき、ダイナミック・ケイパビリティを
「組織が意図的に資源ベースを創造、拡大、修正する能力」 （和訳 : p. 4） という定義を示して
いる。そして、ここでいう「資源ベース」には、組織が調整できる範囲内のケイパビリティ
だけでなく、有形・無形・人的資産も含まれている。すなわち、ケイパビリティを「資源」
として捉えており、ダイナミック・ケイパビリティも組織の資源ベースの構成要素となって
いるという見方もありうる。したがって、経営資源とダイナミック・ケイパビリティの異同
を再検討する必要があるだろう。
第 3 に、ダイナミック・ケイパビリティによって変えられるものは何か、また変えられな
いものは何かについての特定はなされていない点である。議論を展開する 1 つのあり方とし
ては、ほかの環境適応モデルとの統合を試みることが挙げられる。たとえば、同じく組織の
変動・変化・展開を意味する組織変革との統合をすることにより、ダイナミック・ケイパビ
リティが機能する境界線を識別する。この展開は今後の課題としたい。
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【 注 】
（1） ここでのジャングル状態は、クーンツの「マネジメント・セオリー・ジャングル」という言葉に倣って、
今日、ダイナミック・ケイパビリティ論の混乱している状態を称した。「マネジメント・セオリー・ジ
ャングル」については次の文献が詳しい。島弘 （1981） 「H. クーンツの経営学の学派再分類と現代経営学」
『企業会計』Vol. 81、No. 1、pp. 121–128。
（2） 赤尾充哉 （2010）、pp. 95–98 を参照。
（3） 赤尾充哉 （2010）、pp. 99–102 を参照。
（4） Teece, D. J. & Pisano, G., and Shuen, A., 1997, pp. 521–524 を参照。
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